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はじめに

本報告書は､海外農業開発コンサルタンツ協会(ADCA)のプロジェクトファイ

ンディング業務として,平成10年9月5E]から9月16E]まで,モンゴル国において

｢モンゴル農業大学野菜栽培訓練センター計画調査｣及び｢ウランバートル市野粟生産

モデル市民農場計画｣を実施し､その結果をとりまとめたものである｡

モンゴル国は,社会主義体制を旧ソ連の解体とコメコン体制の崩壊に伴い自由

主義体制に転換し, 1990年には､計画経済から市場経済へと移行したo しかし､急逮

な市場経済への移行と旧ソ連による支援態勢の崩壊により,失業者問題､貧困問題,国

民の栄養改善等の問題が表面化し,大きな社会問題となっているo

モンゴル政府は, 1997年10月に国家政策"緑の革命…を策定し､家族単位の

家庭菜園の導入により,上記社会問題を解決すべく､各省庁及び民間､ NCO,外国や

国際機閑と協力の基､各種活動を開始している｡

このような状況を踏まえ､ ADCA調査団はモンゴル国農業通産省およびモンゴ

ル農業大学関係者と共に現地調査を行い,また､ウランバートル市,緑の革命評議会と

協議し､日本への技術的協力の事業計画策定のための,計画内容の検討および協議を行

った｡

この結果､緑の革命の活動テーマの一つである,モンゴル国の自然条件に適し

た野菜生産技術の開発および普及訓練体制強化のためのモンゴル農業大学野菜栽培訓

締センター計画と,現在ウランバートル市が市民に貸し出している土地の内, 3ケ所の

市民農場の整備計画が,早期実施案件として提案された｡

これらの案件の内,野菜栽培訓練センターの実現により､中･長期的な野菜生

産体制を確立し､国民に優良種子及び栽培技術を提供することができるoまたニウラン

バートル市が貸し出している3ケ所の市民農場を整備することにより,市民への普及訓

練を実施することができると共に展示圃場として広く国民に野菜栽培を浸透させるす

ることができ,高い評価が期待できると判断する｡
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モンゴル農業大学全景

栽培訓練農場計画予定地

大学構内野菜拭験栽培施設計画予定地



民間農場の収穫物（カブ）

圧糊嬢嶺山収撫衝くタマネギ〉

民間農場の収穫物（タマネギ）

伽血堰車代義明



民l‡il蝕協の覗檎均l入射

民間農場の収穫物（人参）

比叩鳥里の昭織物岬もキャベツ）

民間農場の収穫物（早生キャベツ）

民間農場の収穫物（ジャガイモ〉



1払伽血色りJ罠繊明毛放

IkhBulag市民農場全景

TakhirSoyol市民農場作付け状況

TakhirSoyol市民農場全景



遊水池から流れ出るBohogの水源

肋か如けJ民農増でのジ十ガイモ親消

IkhBulag市民農場でのジャガイモ栽培

Ikh Bulagの水源となる湧水



1. 調査の背景

モンゴル国の1996年の統計によれば,労働年齢人口600,000人の内､ 28,100

人(6,8%)が失業者として登録され､ 1997年には､ 612,000人の内､ 32,600人(7.8%)

と増加の一途をたどっており､全人口の20-25%が貧困ライン以下で生活している｡

また,国民の栄養摂取量の面で見ると､ 1996年のジャガイモや野菜の消費量

は､ 1989年の1/2.5に低下し､果樹の摂取量を見ると1/40に減少している. FAOが推

奨する必要標準値と比較すると,ジャガイモ及び野菜の摂取量は,標準値の1/4.5-

1/ll.8と下回り,果樹については川21.7と絶対的に不足している｡消費力ロリーにつ

いては､必要標準値3,200-4,000キロカロリーに対し, 2,278.2キロカロリーと非常に

低い値を示している｡

この様な状況は､国営農場の衰退による作物の収穫量の減少に起因するもので,

1996年に収穫された作物は, 1985年-1990年の平均の約1βのみで､ジャガイモや野

菜の収量は,国民の消費量の10-40 %にすぎず,大半は輸入に頼らざるを得ない状況

となっている｡

この様な状況下､モンゴル国では雇用機会の創出,貧困撲滅､国民の栄養改善

を目的とした国家政策"緑の革命…が1997年10月に承認され, 1998年1月から計画

が実施されている｡モンゴル政府は､この国家政策の有効的な目的達成のために､各省

庁がそれぞれ分担を決め,活動を行っていると共に国内の企業,個人､ NGO並びに外

国や国際機関の協力を強く呼びかけ,国家全体としてこの計画を成功できるよう呼びか

けている｡
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2. 調査国の概要

2.1 自然条件

モンゴル国は,北緯41o 32 `-52o 15'
､東経87o

47 `-119o54'のアジ

ア大陸中央部に位置し,国土面積1,566,500 hh2を有する｡国土の北西から南東に伸びる

モンゴル･アルタイ山脈は､ゴビ･アルタイ山脈となって東進し,ゴビ地域に没する｡

一方､モンゴル中央部にはハンガイ山脈が､西北から東南に走り､北部ではタンヌ･オ

ーラ山脈に連なる｡

地勢は､北部にシベリアタイガの連続で密林が多く,ハンガ山脈以北から北東

部にかけては森林および森林ステップ地帯が広がり､国土面積の約1βを占める｡東部

から中央部にかけては草原地帯が広がり,遊牧地帯となってuる｡南部の大部分は,ゴ

ビと呼ばれる砂漠性ステップと砂漠が混在する地域である｡

気温は,寒暖の差が大きく低湿度で洪水量が少ない大陸性気候の特徴を持つ｡

首都ウランバートルの年平均気温は-2.9℃と低く,厳寒期には-40℃を越えることもし

ばしばある｡降雨量は各地で異なり,中央部のハンガイ山脈の高原地帯では､年間800

mm-1,000mm,ウランバートル地域では300mmであり,
70-80 %が夏期の6月か

ら9月に集中するo 相対湿度は,年間を通じて低く50-70%である｡

ウランバートルの月別気象状況

月平均気温℃湿度%降水量mm 月平均気温℃湿度%降水量mm

1-26.1751.5 717.06572.6

2-21.7731.9 815.06547.8

3-10.8662.2 97.66424.4

40.5507.2 10-1.7656.0

58.34715.3 ll-13.7723.7

614.95648.8 12-24.0751.6

出典:セレンゲ川流域水資源利用計画(水資源庁)
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2.2 社会･経済状況

モンゴル国は, 21県(Aimag)と首都ulaanbaatarに行政上の区画がなされてる｡

1997年の政府統計によれば総人口2,387,000人であり､過去10年間(1988-97年)で1.17

倍に増力I]している｡また,年々都市部に人口が集中する傾向があり､ 1969年には都市

生活者が総人口の44.0%であったが､ 1997年の統計によれば52.1%まで増加している｡

特に首都のウランバートルヘの人口集中が著しく, 1997年時点で649,800人(全人口の

27.2 %)が生活している｡

人口の推移および主要都市の人口

単位:千人

年 給人口 都市人口 農村人口 ウランハ◆-トル

1993 2,250.0

1994 2,280.0

1995 2,317.5

1996 2,353.3

1997 2,387.0

1,229.2 1,020.8

1,222.2 1,057.8

1,202.8 1,114.7

1,226.3 1,127.0

1,252.3 1,134.7

598.6

609.9

619.2

633.9

649.8

出典: Mongolian Statistical Yearbook in 1997

モンゴル国在済における農牧業部門は,全就労人口の47.9%(1997年)が農牧

業に従事し, GDPの34.6 %が農牧業生産品で占められており,きわめて重要な位置を

占めている｡農牧業分野では､畜産部門が生産額で86 %を占め､その他が穀類･野菜

等の耕種作物栽培となっているoなお,国民総生産(GDP)は､ 1997年で737,039.3百万

トウフ●ルク,国民一人当たり310,960トげ1)クである.

産業別就労人口および国民総生産(GDP)

産業分野 就労人口 人口比率 GDP GDP比率

(Thousand) (%) (million (%)

鉱工業 98.9

農牧業 373.0

建 設 27.1

通信･貿易 30.0

その他 65.9

12.7 150,707.4

47.9 255,030.2

3.5 25,339.4

3.9 40,024.0

32.0 265,938.3

20.4

34.6

3.4

5.4

36.2

合 計 779.2 100.0 737,039.3 100.0

出典: Mongolian Statistical Yearbookin1997
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2.3 国家開発計画

モンゴル国では､ 1990年までに旧ソビエト連邦との間に結ばれた長期経済計

画を基に, 8次にわたる5ケ年計画が実施され､順調な経済成長を続けていた｡しかし,

旧ソ連崩壊後,東欧諸国からの援助が途絶え,モンゴル経済は悪化への一途をたどった｡

モンゴル政府は､ 1991年-1993年にかけて､市場葎済移行に伴い､政府予算の均衡,

インフレ抑制,価格自由化,商業･貿易の自由化､国営企業の民営化を目的とした経済

改革が行われたが､実際の経済状態は悪化する一方であった｡

1994年には西暦2000年を対象とする中期計画が策定され､行政改革･地方分

権･私有化促進･民間部門の振興･管理能力強化並びに中央政府の再編成等を目的とし

て､各種政策が行われている｡

1993年価格に換算したGDPの推移

$ 1985 1988 1989 1990 1992 1993 1994 1995 1996 1997

GDP 172,737 205,440 214,028 208,642 171,365 166,219 170,042 180,775 185,048 191,112

Per ca ita 94,775 104,448 106,017 100,526 78,713 74,830 75,273 78,807 79,423 80,631

(注) GDPはMillionトげリク､ GDPpercapitaはトげリクo

出典: Mongolian Statistical Yearbook in 1997

基幹産業である農牧業においては,農地の私有化､協同組合の設立に向けての

法整備,土地所有と利用のための法整備､原料加工･牧畜･耕種を複合した小規模産業

の振興が上げられている｡

2.4 農業生産状況

農牧業分野を部門別にみると,畜産部門が生産額で84.9%を占め,その他が穀

類･野菜等の耕種作物栽培となっている｡農業部門では,全国の耕作可能地128,891,000

baのうち､ 1997年には1,228,000baが耕作されている｡代表的な作物としては､小麦､

ジャガイモ,野菜が挙げられ､それぞれ,小麦240,400ba,ジャガイモ54,600 ba,野

菜34,000baで栽培が行われている｡

1958年から1960年の食糧増産計画の農地造成事業により､耕作地面積が拡大

され,全国土面積156,65millionhaのうち､かつて開発された潅概面積は57,600haで

ある｡その3〃は機械化スプリンクラーシステムにより開発され､残りは簡易な重力潅

概地区として開発された｡これら開発地域の概ね半分は北･中部地域に存在する｡

-4-



市場経済移行後の1990年以降,耕種農業および集約的畜産は､急激にその生

産力を低下させ､粗放牧畜の増加傾向が著しくみられる｡

主要作物栽培面積の推移

単位: Thousand ba

年 穀 類 ジャガイモ 野 菜 飼料作物 合 計

1960 246.7

1970 419.5

1980 557.5

1990 654.1

1991 615.3

1992 592.6

1993 546.4

1994 449.1

1995 356.5

1996 332.6

1997 316.9

つ一

Oノ

4

2

つ】

7

12.2 3.6

10.1 2.8

8.7 2.2

8.9 3.1

7.8 2.7

6.2 3.2

6.9 3.2

6.7 4.3

15.8 265.5

30.8 454.6

136.7 704.0

c
x
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9

9

6

0)

o

3

7

ll 7
7
9
5
2
2
5
1

0
6
4
4

787.7

708.1

657.4

584.8

470.6

372.6

347.8

333.9

出典: Mongolian StatisticalYearbook in 1997

主要作物生産量の推移

単位: Thousand ton

穀 類 小麦 ジャガイモ 野 菜 飼料作物

0

0

0

(U

2

′0

7

8

qノ

qノ

qノ

0ノ

9

0ノ

qノ

1

1

1

1

1

259.5

326.5

286.8

718.3

493,9

1993 479.5

1994 330.7

1995 261.4

1996 220.1

1997 240.4

215.5 18.5 6.9 34.4

288.1 22.0 12.6 47.5

229.8 39.3

596.2 131.1

453.2 78.5

450.2 60.1

321.9 54.0

256.7 52.0

215.3 46.0

237.7 54.6

26.0 102.8

41.7 527.1

16.4 138.3

22.7 112.0

22.8 29.1

27.3 18.7

23.8 18.8

34.0 14.3

出典: Mongolian Statistical Yearbook in 1997
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また,これら農業生産量の減少に伴い､国民の栄養摂取量も著しく減少してい

モンゴル国民の栄養摂取量の推移

る｡

ジャガイモ 野菜 果樹

(kg/人) (kg/人) (kg/人)

1989

1991

1992

1993

1994

1995

1996

27.5

18.0

12.0

7.0

13.0

ll.3

ll.0

0

8

q/

5

3

4

7

8

4

5

4

3

1

0

0

0

2,621.0

2,407.0

1,980.8

1,962.9

2,103.5

2,277.0

2,278.2

必要標準値 50.0 3,200 - 4,000

2.5 国家政策"緑の革命''

"緑の革命…は､雇用機会の創出,貧困撲滅,国民の栄養改善を目的として1997

年10月に立案され, 1998年1月から実施されている国家政策である｡この政策は､国

家活動計画と関連省庁､地方政府, NGO､個人企業が連携し､ 2004年を目標年として

3段階で実施され, "緑の革命…国家評議会が中心となり,農業産業省農業局及び貧困

緩和センターが指導に当たることになっている｡

"緑の革命"の具体的な目的は､家庭菜園の導入による国民の栄養改善と収入

の安定及び雇用機会の創出であり,この目的達成のための活動内容は､以下のように要

約される｡

1.家庭菜園運営指導のためのAg工0-Parkの建設｡

2.家族レベルの潅概技術の開発及び普及

3.栽培期間延長のための加温施設の普及

4.生産物の加工及び貯蔵施設の整備

5.簡易生産機材の開発

6.優良種子､苗木の開発及び生産

7.肥料の改良及び生産

8.訓練及び宣伝活動
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これらの活動の成果として､フェーズⅠⅠⅠの終了年である2004年10月には,

都市居住家族350,000の50 %以上が､家族労働による野菜栽培農場を運営する事を目

標としているo また､モンゴル政府は､本国家政策の実施により,以下のような効果が

挙げられるものと期待している｡

･失業対策､貧困緩和,地方施設の改善､国民の栄養改善のための基盤が整う｡

･食物栽培の充実により､機材生産,包装業､輸送業､観光産業等に有益な状

況が創設される｡

･

50%の都市住民の収入が増加し､国民総生産(GDP)を25 billionトげ川

まで増加させるo

･小麦の輸入量が半分になり､その他の緊急事項のための予算が確保される｡

･ストリートチルドレンや老人,身障者の介護等の社会問題を比較的短期間で

解決できる｡
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3.

3.1

モンゴル農業大学野菜栽培訓練センター計画

計画の背景および経緯

モンゴル国では,国家政策"緑の革命"の実施に伴い, 21のA血agにそれぞ

れAgroIPark (訓練センター)を建設し,様々な活動を通し､家庭菜園を営む農家への

手助けを行うモデル組織として位置付けられる｡

地方Agro-Parkの具体的な活動は以下の通りである｡

･様々な野菜の生育モデルの展示

･野菜栽培農家への作業道具及び必要な資材の配布

･農家への専門的助言と訓練クラスの開設

･土壌等の処理のための農機具の貸しだし

･展示用の各種作物の栽培

･作物加工及び貯蔵訓練のクラスの開設

･地方の材料を利用したグリーンハウスの建設

･その他簡易加温栽培技術の指導

将来的にこれらの活動には,国内外の農業大学を卒業した人々が携わる事にな

り,彼等の専門知識と共に具体的に圃場で農家への指導を行う事ができる技術の習得が

不可欠となる｡国内最大のモンゴル農業大学は,本年40周年を迎え,モンゴル国の農

業技術者育成の中核として重要な役割を果たしており､本大学に地方のAgro-Parkで活

躍する若い技術者の育成のための野菜栽培訓練センターの設立が強く望まれている｡

3.2 調査結果の概要

モンゴル農業大学学長からの聞き取りにより､当該農業大学には附属施設とし

てモンゴル各地に6カ所の試験研究農場を有しているものの､大学に隣接した農場は､

約o.o5ba程度しかなくことが判明した｡したがって,学生は大学に隣接した狭い農場

で､各種作物の栽培試験を行うのみで､訓練としては秋の収穫期に各地の農場に送られ,

収穫の手伝いをすることのみとなっており,実際の営農指導を行う技術を習得している

とは言い難い現状であった｡

現地調査の結果､当該農業大学では､敷地面積は有しているものの既設圃場付

近で十分な水源が確保できないことから,現在o.o5baのみの栽培となっていることが
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判明した｡

また,大学構内の水は,トラ川近くに設置された2台の水中ポンプにより､調

整池に送られ,そこからポンプ圧送されている｡ 2台の水中ポンプは,かなり老朽化が

進み,送水ポンプは､ 4台設置されていたが, 2台は完全に壊れ､ 1台は修理中で現在1

合しか運転されていない｡その他に,電気および暖房については､現在も有しており緊

急の問題は生じていない｡なお,昨年の現地調査時に野菜研究施設予定地として提案の

あった大学構内の空き地は､昨年は石炭かす等が野積みとなった状態であったが,本計

画実現のため給麗に整備されていた｡

3.3 計画の実施機関

本計画の実施機関は､モンゴル農業大学である｡モンゴル農業大学は､家畜飼

育､獣医学,作物生産,農業経済及び農業技術分野を網羅するモンゴル国最大の研究施

設であるoモンゴル農業大学は,農業研究･教育を兼ね備えた単独の研究所であり､新

しい研究･教育･普及の開発を創造している｡農業教育は農業･畜産がモンゴル経済の

中で主要項目であることから重要視されている.

モンゴル農業大学は､ 1997年現在,研究者350名,授業担当者300名､専門

職員114名で5つの専門学部と3つの研究施設を運営しており､5つの専門学部から年

間1,000名の専門家を輩出している｡また､当大学はモンゴル国の農業政策の作成にも

-部携わっている｡

実際の運営にあたる機関は､学長が代表者となりモンゴル農業大学

Agronomical学部の職員および学生となる｡また,緑の革命は農業通産省が中核となっ

て実施されることから,農業通産相からも運営に対する助言､資金援助が行われること

となる｡
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3.4 計画の内容

3.4.1計画の目的

本計画は,近年モンゴル国で開始された"緑の革命"の政策の基に,厳しい自

然条件下にあるモンゴル国の野菜生産技術を確立し,将来のAgro-Parkを運営していく

学生の訓練と併せて､現在, Agro-Parkの運営に携わる地方･中央政府職員の訓練を通

し,中核となる野菜栽培技術者を育成し,モンゴル国全土で展開する"緑の革命"を成

功させることを目的とする｡

短期･中期･長期の段階的に分けた計画目標は以下の通り｡

【短期目標】

モンゴル国の自然条件に適した野菜栽培技術を確立するとともに､学生･地

方･中央政府職員の訓練を通し､中核となる野菜栽培技術者を育成する｡

【中期目標】

各地のAgro-Parkで､野菜栽培技術者による農家への適正技術の移転を行い,

野菜の生産量を拡大するとともに,農家所得の向上による生活環境の改善を図

る｡

【長期目標】

農行生産の拡大により､関連産業の活性化を促進し,緑の革命の目標である国

民栄養改善､貧困緩和､失業率の削減に寄与し､国家経済の基盤を強化する｡

3.4.2 調査手法

本計画は,モンゴル農業大学で計画案を持っていることから､無償資金協力基

本設計調査により,研修受入れ計画から適正施設規模を確定し､実施可能な計画を樹立

していくことが必要である｡

3.4.3 計画の内容

本計画の候補地として､既設圃場付近の敷地と大学構内の学生寮の南側に位置

する空き地が､大学側から提示されている｡本計画では､大学構内の敷地を栽培試験農

場､既設圃場付近を栽培訓練農場と位置付け､下記のような施設を計画する｡
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【栽培試験農場】

･育苗用加温式ガラス温室

･生産試験用加温式ガラス温室

･生産試験用無加温式ビニールハウス

･ラボラトリー用機材

【栽培訓練農場】

･ビニールハウス

･トンネル

･ハウス,トンネル内潅概機材

･マイクロスプリンクラー

･マルチ資材

･歩行耕転機

･給配水施設

･車庫兼整備場

･倉庫

【給水施設】

･井戸用水中ポンプ

･送水ポンプ

･送水管 井戸-送水ホ○ンデ場

7.2mX18.Om

9.OmX33.Om

9.OmX33.Om

一式

横

様

棟

′0

3

つム

8.OmX25.Om lo棟

1.OmX50.Om 30組

点滴､マイクロ,ホ○げ等 30棟分

1.0 ba

所

所

台
式
カ
カ

2
一
一
一

40mX2ライン

送水ポンプ場-栽培訓締圃場 1,600m

送水ポンプ場-栽培試験圃場 300 孤
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4. ウランバートル市野粟生産モデル市民農場計画

4.1 計画の背景および経緯

ウランバートル市では, 1991年時点で800家族のみが117haの土地でジャガ

イモや野菜を生産していたが､ 1996年では､ 26倍に増加し21,000家族が498.2 haで

野菜を栽培し､ 1,013baでジャガイモの生産を行った｡また, "緑の革命"が活動を開

始した1998年春には, 32,377世帯と596の企業が野菜栽培に携わっている｡これは,

食生活の変化と共に生活改善のための作物生産について市民の関心が増加しているこ

とを物語っている｡

現在,ウランバートル市では"緑の革命"の方針に則り､市民に総計1,150ba

の土地を貸し出しており､家族准営による農場が6ケ所に存在するo しかし,現実に栽

培されている面積は,この約半分であり､その殆どが潅概水確保が困難で､ジャガイモ

の栽培のみを行っているに過ぎない｡

当該地域で営農を営む家族は､潅概施設を導入により生産作物の多様化を図る

ことを強く希望しており,ウランバートル市農業担当者並びにグリーンレボリューショ

ン事務局でも,当該地域を整備することにより,ウランバートル市136,000世帯のため

の家族経営による野菜栽培の展示農場として活用を期待している｡

4.2 調査結果の概要

ウランバートル市では､ Gachuurt (50 ha)､ Honhol (450 ha)､ Takhir Soyot (150

ba), Ikh Bulag (300 ba)､ Turgeny Col (150 ba), Bobog (50 ba)の計1,150 baを市民に貸

し出している｡これら6ケ所の現地調査を行った結果､土壌の状況､水源確保,展示効

果等を考慮するとTakbirSoyot (150 ba), Ikb Bulag (300 ba), Bobog (50 ba)の3ケ所が

モデル市民農場として適していることが判明した｡これら3地区は､いずれもウランバ

ートルから地方に向かう幹線道路沿いに位置しており､市中心部から約1時間以内であ

ることから､ウランバートル市民への展示効果は十分に発揮されるc併せて,地方の住

民もウランバートルへの往来の際､間近で状況を把握することができることから,地方

への波及効果も期待されるo
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4.3 計画の実施機関

本計画の実施機関は､本来であればウランバートル市であるが､ウランバート

ル市民への事業効果の他に, …緑の革命"に関連した各種活動に利用できることから､

包括的に農業部門を担当する農業産業省とするcなお､施設の維持管理等については､

近年､日本の調査結果を基に策定された農業共同組合法に基づき､ウランバートル市農

業局の指導の基､営農を営む市民が農業協同組合を結成し行うこととする｡

4.4 計画の内容

4.4.1計画の目的

本計画は､近年モンゴル国で開始された"緑の革命"の政策の基に,ウランバ

ートル市民のための野菜生産モデル農場を整備し､実際の営農状況を展示することによ

る波及効果により､市民の営農意欲の促進を図ることを目的としている｡また,本農場

は,ウランバートル市近郊に位置していることから､モンゴル農業大学学生やAgro-Park

で指導する野菜栽培技術者の営農指導訓練を実施し､野菜栽培技術者への指導技術の確

立を図るものとする｡

短期･中期･長期の段階的に分けた計画目標は以下の通り｡

【短期目標】

ウランバートル市民への野菜栽培展示圃場として確立すると共に野菜栽培技

術者の営農指導訓練場として活用する｡

【中期目標】

ウランバートル市民及び地方住民の野菜生産意欲の拡大を図り,中央及び地方

での"緑の革命"の活動の振興を図る｡

【長期目標】

市民による農業協同組合の運営を定着させ,全国で期待される農業協同組合の

モデルとしての活用を図る｡

3.4.3 計画の内容

モデル市民農場整備対象3地区の内､ Takbir Soyot及びIkb Bulagの水源は,
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伏流水を水源とした地下水に頼らざるを得ない｡したがって,深井戸ポンプでファーム

ポンドに揚水後,市民の維持管理の容易さを考慮して重力潅概で配水する計画とする｡

また, Bobogについては､豊富な湧水があるため,これを水源とする取水施設を設置し

重力潅概で配水する計画とする｡各地区で想定される計画の内容は以下の通りである.

【TakbirSoyot】 (150ba)

･深井戸ポンプの新設

･ファームボンドの新設

･幹線ライニング用水路の整備

･分水施設の設置

･支線土水路の整備

･農道及び管理道路の新設

･排水路の新設

【IkbBulag】 (300ba)

･深井戸ポンプの新設

･ファームボンドの新設

･幹線ライニング用水路の整備

･分水施設の設置

･支線土水路の整備

･農道及び管理道路の新設

･排水路の新設

【Bobog】(50 ba)

･取水施設の建設

･幹線ライニング用水路の整備

･分水施設の設置

･支線土水路の整備

･農道及び管理道路の新設

･排水路の新設
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5. 総合所見

モンゴル国では､自由主義体制への移行による政策の変更に伴い､国営農場の

私有化が促進され､その運営能力及び資金不足から耕作面積の減少を生んでいる｡これ

に伴い農作物の生産量が1980年代後半の約1βにまで落ち込み,本報告書からも分か

るように必然的に国民･の野菜果樹等の摂取量が激減し,健康維持という観点から考えて

も危機的な状況である｡

この様な状況下､モンゴル政府は失業対策､貧困緩和,栄養改善等国民生活を

包括的に改善するための"緑の革命"の実施を決定し､ 1998年1月より各地域で活動

が開始されている｡

本報告書では,モンゴル国の国家政策"緑の革命"の政策方針を基本とし,こ

の政策を効率的に支援するため,無償資金協力による,将来地方のAgro-Parkで活躍す

る農業技術者育成のための野菜栽培技術訓練センター計画とウランバートル市民への

展示圃場である3ケ所のウランバートル市野菜生産モデル市民農場を提案してし)る｡

前者の野菜生産技術訓練センター計画は, "緑の革命"を成功させるためには

Agro-Parkで指導に当たる農業技術者の能力に委ねられていると言っても過言ではなく､

本施設を利用した農家レベルの農業技術訓練は､当国農業技術者を育成する上で､重要

な役割を占めると考える｡

また,後者のウランバートル市野粟生産モデル市民農場計画は､対象地区がそ

れぞれウランバートルから近く､ウランバートル市民への野菜栽培展示圃場として､麺

切な立地条件にもあり､市民に与えるインパクトは多大なものであると考える｡さらに､

当該地区の整備により､ウランバートルへの野菜供給量の飛躍的な増加が期待され,市

場に与えるイン^oクトは多大なものであると推測されるo加えて､本農場を利用した農

業技術者の技術指導訓練は､ Agro-Parkでの農業技術者の各種活動をスムースにし､地

方農家が実質的な利益を受けうる環境を作り上げるものと思量する｡

6.

6.1

添付資料

調査日程および面会者リスト

本調査団の調査日程および面会者リストを次ページに示す｡
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調査日程および面会者

日 程 行 程 面 会 者

平成10年

9月05日(土)

9月06日(日)

9月07日(月)

9月08日(火)

9月09日(水)

9月10日(木)

9月1二L日(金)

9月12日(土)

9月13日(日)

9月14日(月)

9月15日(火)

9月16日(水)

:関空発//ウランハ◆小ル着

:モンゴル農業大学表敬

野菜栽培会社見学

:農業通産省協議
モンゴル農業大学協議

sharinAm農場見学

移動日

: JICA表敬

日本大使館表敬

: FAO援助のスアルクラーシステム見学

:ウランハサ小ル市農業局協議
ウランハー-トル市土地管理局協議

現地調査(Bohog, Turgeny Go))

:現地調査(Ikh Bulag, Takhir Soyot

Honhol, Gachuurt)

:ウランハ●-トル⊂今 デルル

デルル種子研究所表敬

JICA短期専門家協議

:デルル
弓〉 ウランハ◆-トル

資料整理

:国立中央種子研究所協議
モンゴル農業大学協議

農業通産省協議

: Green Revo]ution事務局協議

日本大使館､ JICA報告

:ウランハ◆小ル発/閉空着

移動

移動日

移動日

-16-

M工. SODONOMTSEREN (学長)

Mr. D. MUNKHBAAmR (社長)

Mr. IviraintWrMKW (分野政策局長)

M工. SODONOMTSEREN (学長)

農場社長

四釜所長

岩崎書記官

Jargal
ant社長

農業担当者

土地管理局部長

Mrs. TSERMAA (副所長)

倉見専門家

Mr. ShombongiiJI OROSOO (所長)

M工. SODONOMTSEREN (学長)

Mr. IvirainHANIMKfW (分野政策局長)

ガルサン局長

電話にて



6.2 収集資料

I

Mongolian StatisticalYearbook 1997

●
"

GREEN REVOLUT10N'' NATIONAL PROGRAMME MONGOLIA

● COOPERATIVE LOW OF MONGOLIA
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